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第５章　予算・機構・定員関係資料

１．歳入歳出累年表 （単位：千円）

問合せ先：会計課

２．歳入予算に関する統計表 （単位：千円）
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

(2013年度) (2014年度) (2015年度) (2016年度) (2017年度)

307,880,627 313,107,609 313,241,596 297,202,637 284,324,851

特許料等収入 105,803,806 106,900,362 113,147,518 112,535,666 120,554,618
特許印紙収入 87,620,586 85,731,409 90,862,513 90,704,556 93,675,931
特許料等収入 18,183,220 21,168,953 22,285,005 21,831,110 26,878,687

他会計より受入
一般会計より受入 15,851 17,149 17,082 17,704 17,278

雑収入
雑収入 1,757,715 1,798,815 1,696,632 1,417,847 993,331

前年度剰余金受入
前年度剰余金受入 200,303,255 204,391,283 198,380,364 180,664,442 162,759,624

独立行政法人納付金収入

独立行政法人工業所有権
情報・研修館納付金収入

－ － － 2,566,978 －

問合せ先：会計課

297,202,637

年　　度　　別 歳　　　　入

302,226,888

平成２１年度(2009年度)

平成２２年度(2010年度)

平成２７年度(2015年度)

304,784,524平成２３年度(2011年度)

平成２５年度(2013年度)

313,107,609

平成２４年度(2012年度) 301,568,411

平成２０年度(2008年度)

126,063,602

266,454,385

290,175,852

147,243,322

114,826,945

款　・　項

歳 　入 　総 　額

平成２９年度(2017年度) 284,324,851

平成２８年度(2016年度)

313,241,596

平成２６年度(2014年度)

307,880,627

歳　　　　出

119,085,753

120,365,547

122,800,340

144,643,271

113,310,444

140,430,560

115,402,546
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第
5
章３．歳出予算事項に関する統計表

（１）事項別歳出予算 (単位：千円）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

(2013年度) (2014年度) (2015年度) (2016年度) (2017年度)

114,826,945 126,063,602 140,430,560 144,643,271 147,243,322

独立行政法人工業所有権情報・研修
館運営費

独立行政法人工業所有権情報・研修
館運営費交付金に必要な経費

事務取扱費 104,767,519 116,052,440 128,959,132 131,138,611 132,225,581

事務取扱いに必要な経費 41,866,433 44,885,053 47,382,191 46,563,394 47,353,068

一般事務処理経費 41,604,185 44,614,540 47,106,377 46,381,032 47,154,529
既定定員に伴う経費(定員合理化・増員・振替含む) 30,672,055 33,066,595 33,131,840 32,918,042 32,923,732

一般管理経費 3,117,016 3,075,055 3,075,463 3,207,545 3,892,693

各種審議会経費 7,458 8,028 11,184 10,970 11,005

特許管理等指導奨励経費 422,935 470,718 570,129 542,782 639,879

外部借室経費 864,460 590,136 1,564,944 3,121,562 3,287,494

工業所有権行政の国際化 3,375,942 3,805,624 4,308,884 4,030,450 4,020,917

中小企業出願等支援事業 3,015,210 3,467,353 4,313,636 2,416,700 2,230,291

特許微生物寄託機関関係 129,109 131,031 130,297 132,981 148,518

特許公報類発行経費 262,248 270,513 275,814 182,362 198,539

工業所有権の審査審判等の処理
促進に必要な経費

審査審判等事務処理経費 27,684,511 30,848,004 39,533,078 41,343,707 41,035,053

審査審判基盤整備 54,252 206,155 265,744 187,069 319,403

審査審判処理 27,458,100 30,374,575 31,633,973 33,215,357 32,360,357

特許協力条約実施経費 172,159 267,274 7,633,361 7,941,281 8,355,293

資料整備経費
審査審判資料整備 10,997,917 14,281,539 15,860,050 14,026,999 14,260,530

特許事務の機械化に必要な経費 24,218,658 26,037,844 26,183,813 29,204,511 29,576,930

施設整備費
施設整備に必要な経費 547,557 326,635 676,942 1,365,579 2,676,502

予備費
予備費 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000

問合せ先：会計課

12,141,239

38,682,428 45,129,543 55,393,128 55,370,706 55,295,583

事              項

歳  　出  　総  　額

9,311,869 9,484,527 10,594,486 11,939,081
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〜第四次産業⾰命を視野に⼊れた、知財システムの確⽴
及び知財活動に対する⽀援の強化〜

（２）平成29年度特許特別会計歳出予算の概要
＜平成29年度予算額 1,472.4億円（平成28年度予算額 1,446.4億円）＞

及び知財活動に対する⽀援の強化〜

イノベーション創出を⽀える
知財システムの構築

世界最速・最高品質の審査を実現す

中⼩企業等の知財活動に
対する⽀援の強化

権利の取得・活用、知財紛争への世界最速・最高品質の審査を実現す

るとともに、第四次産業革命に対応す

る知財制度・運用を確立することにより、

我が国の成長力強化に貢献する。

１．任期付審査官の確保 １０１人（新規）

権利の取得 活用、知財紛争 の

対応等に対するきめ細かい支援を通

じ、中小企業等のイノベーション創出

及び海外展開を後押し。地方創生にも

資する。

１ INPIT（注）が設置する「知財総合支援窓口」任期付審査官の確保 ０ 人（新規）

２．ユーザーの利便性向上に資する情報システ
ムの構築・運営

２９５．８億円（２９２．０億円）
• クレジットカード決済の導入等、システムの

高度化等を推進。

１．INPIT（注）が設置する「知財総合支援窓口」
の機能強化
１２１．４億円の内数（１１９．４億円の内数）

• 各都道府県の窓口が中心となり、中小企業
等を対象としたワンストップサービス機能
を強化。

• 「政府関係機関移転基本方針」(平成28年3
月)に沿って INPIT近畿統括本部（INPIT－

３．海外特許文献の先行技術調査の推進
２５９．８億円（２６０．２億円）

• 民間機関と連携し、増加する外国特許文献の
調査を実施。

４．人工知能等の関連技術による業務支援
３．０億円（１．０億円）

月)に沿って、INPIT近畿統括本部（INPIT
KANSAI）を整備。

２．中小企業等の知財活動に対する支援
２．９億円（２．８億円）

• 審査官による出張面接等を行う「巡回特許
庁」を充実。

• 弁理士、支援機関等と連携し、知財紛争へ３．０億円（１．０億円）
• 業務の高度化・効率化に向け、活用可能性を

調査・実証。導入に向け、ロードマップを具
体化。

５．第四次産業革命に対応する知財制度・運用
の確立 ８．５億円（５．７億円）

• 自動走行等の重要分野で、内外の技術・特許

弁理士、支援機関等と連携し、知財紛争
の対応等を後押し。

３．知財に着目した融資の円滑化
１．３億円（１．０億円）

• 地域金融機関が行う「知財ビジネス評価書
」の作成支援等を通じて、中小企業等の知
財を活用した資金調達を支援。自動 行等 要分野 、内外 技術 特許

動向を調査。
• 産業界との連携の下、データ等の適切な保護

・利活用のあり方等
について、幅広く検討。

６．我が国知財制度の新興国への展開
５．１億円（５．０億円）

４．中小企業等の海外向け知財活動の促進
６．８億円（ ６．８億円）

• 外国出願に係る経費及び海外での知財訴訟
費用保険への加入の補助。

５．模倣品対策 ４．３億円（３．８億円）

問合せ先：総務課

• 新興国の審査官等の受入研修、知財庁への講
師派遣等を実施。我が国企業の海外における
権利の取得・保護に向けた環境を整備。

• 中国等の新興国において、我が国企業の知
財が適切に保護されるよう、相手国の税関
職員を対象とした研修等を実施。

注：（独）工業所有権情報・研修館
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第
5
章４．特許庁定員推移表

(年度末定員　単位：人）

平成
20年度

平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

総定員 2,901 2,904 2,903 2,895 2,880 2,852 2,837 2,821 2,804 2,788

　［審査・審判官］ 2,268 2,281 2,291 2,297 2,298 2,285 2,280 2,275 2,270 2,263

●審査官 1,882 1,894 1,904 1,910 1,911 1,898 1,893 1,888 1,887 1,880

特・実 審査官 1,680 1,692 1,703 1,711 1,713 1,701 1,702 1,702 1,702 1,696

意 匠 審 査 官 52 52 52 51 51 51 49 48 48 48

商 標 審 査 官 150 150 149 148 147 146 142 138 137 136

●審判官 386 387 387 387 387 387 387 387 383 383

　［一  　　　　般］ 633 623 612 598 582 567 557 546 534 525

問合せ先 ： 総 務 課
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５．特許庁組織図（２０１７年４月１日現在）

審 判 部 審　判　課

特許侵害業務室

審　判　長

問合せ先：総 務 課

審　査　長

審 査 第 二 部 審　査　長

審 査 第 三 部 審　査　長

審 査 第 四 部 審　査　長

審　査　長

審 査 第 一 部 調　整　課

審査推進室

審査基準室

意　匠　課

出願課

国際出願室

国際意匠・商標出願室

特許行政サービス室

商　標　課

国際政策課

国際協力課

審 査 業 務 部 審査業務課

方式審査室

登録室

情報技術統括室

特 許 技 監 会　計　課

企画調査課

工業所有権審議会 普及支援課

特 許 庁 総 務 部 秘　書　課

総　務　課

長 官 制度審議室




